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３．本研究を通じて発見した社会的期待の概要 

東日本大震災により、宮城県南三陸町では全ての診療所と病院が機能を停止

し、診療は避難所または在宅などで行われた。当時の状況について、匿名化さ

れた災害診療記録を用いて分析した結果、在宅避難者が最初に医療支援を受け

た日は、避難所避難者よりも平均で約１週間遅れたことが分かった。 

在宅避難は自宅が全壊しなかったという前提はあるが、年齢・性別・地域性、

疾患などをそろえた状態でも初診日が遅れ、在宅避難における医療の必要性と

医療支援の供給と必要性との間にギャップがあり、そのギャップを埋めること

への社会的期待が発見された。ライフラインが途絶するなど厳しい環境に置か

れた在宅避難者では健康リスクは益々大きくなる可能性がある。一方で、在

宅・避難所避難者にかかわらず早期に治療を開始・再開できれば、災害に関連

する死亡を減らすことができる。 

また、過去の災害関連死資料の収集や分析はこれまで十分に行われていない。

本研究では、仙台市、石巻市、多賀城市、気仙沼市、名取市、岩沼市、山元
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町、亘理町における東日本大震災の災害関連死資料の一部をデジタル化するこ

とができた。今後、収集した資料の詳細を分析することで、災害関連死のリス

クを明らかにし、将来の災害死を減らすことができる可能性がある。 

本研究結果から、今後の大規模自然災害において、より安心安全に在宅避難を

する為に、在宅避難者に対する早期のサーベイランスと保健医療支援体制構築

の課題を発見することができた。 

 

４．研究成果の詳細 
本研究では、東日本大震災で被災した当時の南三陸町において在宅避難となっ

た住民の診療状況に関して混合研究を実施した。研究チームはまず、定量的研

究として、発災後 1か月以内に診療を受けた 8,121 人の中から、避難形態・年

齢・性別・地区・診断名の情報が明記されている匿名化災害診療記録（2,838

人分）を選別して分析した。その結果、避難所避難者（2,378 人）に比べ、在

宅避難者（460 人）の初診日が平均で 5.2 日遅かった。在宅避難者は避難所避

難者に比べ、風邪やメンタルヘルス問題（睡眠障害以外）は少なく、高血圧、

睡眠障害、下痢の頻度は同等で、糖尿病や脂質代謝異常は多かった。在宅避難

者は志津川地区に多く、歌津地区・戸倉地区・入谷地区・町外避難では在宅避

難者の受診が少なかった。背景条件が異なる集団を比較するため傾向スコアマ

ッチング手法によって、同じような疾患をかかえた同じ年代・性別・志津川地

区の在宅避難者(459 人）では、背景をそろえた避難所避難者(459 人）に較べ

て初診日が 6.4 日遅れていた（図 1）。次いで、質的研究として、南三陸町の医

師・歯科医師・保健師に非構造化面接を実施した。その結果、身体的・精神的

に避難所に行くことが困難な方、町全体が被災したにも関わらず、罹災証明が

もらえず被災者として扱われなかった方がいたことや、「まだ薬が残っている

から」、「もっとひどい被害を受けた人たちに比べれば」など、遠慮やがまんに

よる受診控えなど、在宅避難者に関わるさまざまな課題があったことが明らか

になった。 

過去の研究から東日本大震災における災害関連死の約半数は自宅で発生したこ

とが明らかになっている。ライフラインの途絶など厳しい環境に置かれた在宅

避難者の高血圧・糖尿病といった慢性疾患の治療が遅れれば、重大な脳血管障

害・心疾患などのリスクが高まる。一方で、遅延なく、あるいは多少遅れても

早期に治療を開始・再開できれば、災害死亡を減らすことができる可能性があ

る。以上から、本研究では、今後の災害において、安心安全に在宅避難をする

為に、在宅避難者に対する早期のサーベイランスと保健医療支援体制構築の必

要性を発見することができた。 

また、将来の災害関連死を減らすことは重要だが、過去の災害関連死資料の収
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集や分析はこれまで十分に行われていない。本研究では、仙台市、石巻市、多

賀城市、気仙沼市、名取市、岩沼市、山元町、亘理町における東日本大震災の

災害関連死資料の一部をデジタル化することができた。今後、収集した資料の

詳細を分析することで、災害関連死のリスクを明らかにし、将来の災害死を減

らすことができる可能性があることを発見することができた。 

 

 

 
図 1.南三陸町における避難形態による初診日の差（太線：在宅避難、細線：避難所避難）（傾

向スコアマッチングにより背景をそろえた場合） 
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６．今後の展望 

近い将来、発生が懸念されている南海トラフ地震や首都直下地震、日本海溝・千

島海溝巨大地震、あるいは巨大台風などによる災害への対応として、避難所避難

のみならず多様な避難形態が検討されており、政府は在宅避難も推奨している。

今後、在宅避難における医療へのアクセス遅延を少しでも減らすため、行政、地

域社会と保健医療が協力し、健康リスクの高い在宅避難者拾い上げに資する

Personal Health Records（PHR、個人健康情報）の活用、避難所・在宅避難者の

情報把握、余裕をもった治療薬の常備等を通じ、災害医療体制の整備に取り組む

ことが重要である。また、災害時の健康影響を減らす為、本研究においてデジタ

ル化した災害関連死資料の定量的分析とリスク管理を行うことも課題である。 

 

 


